
評価シート（B）　（施策評価：施策を構成する事業の評価）

　

事業の手段
（内容）

業績
指標名
（単位）

H１６ H１７

　 　

4,5209,448 6,878

事業費計（千円） 311,401 262,308 211,325

300,000 250,000 200,000

1

新ターミナルの
円滑な建設（貸
付当時）及び運
営。

200,000

仙台空港
貨物量
（トン）

SACTの新貨物ター
ミナル建設時の資金
貸付（毎年度末全額
返済後、次年度に返
済相当額を減額して
再貸付している）

1 1

300,000 250,000

2 SACT

仙台空港新貨物
ターミナル建設等
促進事業（貸付金）

【空港臨空地域課】

1,167 1,501 1,892

13
仙台空港機能や
地元の支援体制、
旅客需要等に対す
る理解を深め、路
線検討等をサポー
トする。145.5

関係者に対する
空港PR・各種要
望、関連情報収
集・発信、意見交
換等

国内セールス
（回）

13 20

89.8 75.1

1 航空会社等
仙台空港国際空港
化促進事業

【空港臨空地域課】

634 2,107 1,783

3
仙台空港機能や
地元の支援体制、
旅客需要等に対す
る理解を深め、路
線検討等をサポー
トする。594.3

　

317.0 526.8

1

海外の航空
会社、相手
国の航空当

局

仙台空港国際空港
化促進事業

【空港臨空地域課】

関係者に対する
空港PR・各種要
望、関連情報収
集・発信、意見交
換等

海外セールス
（回）

2 4

9,600 8,700 7,650

8

空港の認知度を
向上させ、路線
や渡航先への理
解を促すことに
より、空港利用
を促進する。

956.3

旅客数
（千人）

3,3823,245

協議会活動費の負
担（活動内容：空港
PRや航空会社等支
援のためのイベント
開催、各種情報提
供、旅行代理店支援
など）

PRイベント回
数

（回）

3 14

3200.0 621.4

3,2221
一般利用者
航空会社

旅行代理店
等

（何をしたのか）
（事業の活動
量。「事業の

手段」に対応）

事業名

【担当課】

仙台空港国際空港
化促進事業

【空港臨空地域課】

事
業
番
号

事業の
対象

成果指標の値

H１６

（誰・何を対象
として）

事業費
（決算(見込)額，千円）

施策を構成する事業の分析

活動（事業）／活動（事業）によりもたらされた結果 活動（事業）によりもたらされた成果

業績指標の値

（事業の成
果。「事業の
目的」に対

応）

（対象をどういう状
態にしたのか）

単位当たり事業費（千円）

事業の目的
（意図）

H１８ 成果
指標名
（単位）

H１７ H１８

A

政策名

施策概要

施策番号 1

国内外との交流の窓口となる空港や港湾機能の強化

施策名 仙台空港の機能の強化と活用

土木部 空港臨空地域課        関係部課室  

###

対象年度 Ｈ１８ 作成部課室

政策整理番号 33 施策番号 1

1政策番号

政策評価
指標／達

成度

4 － 10 －

仙台空港利用者数（国内線、国際線）

達成度：A（目標値を達成している），B（目標値を達成していないが、設定時の値から見て指標が目指す方向に推移している）
　　　　　C（目標値を達成しておらず、設定時の値からみて指標が目指す方向と逆方法に推移している），…（現状値が把握できない等のため判定不能）

国内外の交流拠点である仙台空港の機能を強化するとともに一層の活用を促進します。



施策を構成する事業の方向性

廃止

・仙台空港新貨物ターミナル建設等
促進事業（貸付金）は、仙台空港新
貨物ターミナル（仙台空港エアカーゴ
ターミナル）建設当時、県からの長期
債務を年間５千万円ずつ計画的に返
済し、返還が終了する平成２０年まで
本事業を維持する予定であった。
　しかし、県からの貸付金を借りなくて
も仙台空港新貨物ターミナル（仙台
空港エアカーゴターミナル）では、経
営上の問題が発生しない見通しと
なったことから、本事業は平成１９年
度以降廃止とするものである。

拡充

宮城の飛躍を支える産業基盤の
整備を進める上で不可欠である
「空港のより一層の機能強化」を
図るため、可能な限り拡充を図る
ことが必要である。

取組12

宮城の飛躍を支える産業基盤の
整備

方向性 方向性に関する説明

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

取組番号 取組名

施策を構成する事業の分析

【事業は効率的に執行されたか（単位あた
りの事業費の推移その他から）】
・貨物専用便の運休等の影響により事業
成果指標は減少傾向にあるが、本事業は
概ね効率的に実施されたと判断する。

【国，市町村，民間団体との役割分担は適
切か】
・仙台空港新貨物ターミナル（仙台エアカー
ゴターミナル）は、物流業者が共同で利用で
きる通関機能等のサービスを一定水準で維
持・提供してきており、県が関与することは適
切と考える。

【施策目的及び社会経済情勢を踏まえた事
業か】
・仙台空港新貨物ターミナル（仙台エアカー
ゴターミナル）の果たす機能は空港機能の
一部であり、総合的な空港機能の維持が、
結果として旅客需要や貨物需要の増加に貢
献するものであるため、本事業は経営安定
に要する事業として必要である。

【事業間で重複や矛盾がないか】
・対象や狙いにより事業は適切に設定されて
おり、重複や矛盾する事業はない。

【成果指標の推移から見て、事業の成果が
あったか】
・貨物取扱実績は減少傾向にあるが、本事業
は一定の成果があったと考える。

【施策目的の実現に貢献したか】
・仙台空港新貨物ターミナル（仙台エアカー
ゴターミナル）は、物流業者が共同で利用で
きる通関機能等サービスを一定水準で維持・
提供しているが、貨物専用便の運休等の影
響を受け、仙台空港取扱貨物量は平成１７年
度と比して減少した。
　しかし、総合的な空港機能の維持が、結果
として旅客需要や貨物需要の増加に貢献す
るものであることを考慮しなければならない。
　よって、本事業は施策目的の実現に貢献し
たと考えられる。

　　 　

　　 　

【事業は効率的に執行されたか（単位あた
りの事業費の推移その他から）】
・協議会負担金をはじめとした事業費はい
ずれも見直しを図り本事業は効率的に執
行されたと判断する。

【国、市町村、民間団体との役割分担】
・国は空港を直接管理、整備している。
・県は国との連携に努めているほか、仙台空
港国際化利用促進協議会（以下「協議会」）
に主体的に参画し、利用促進策や航空会社
へのセールス等を展開している。
・仙台市及び空港所在市が協議会に参画し
ている。
・仙台商工会議所等の関係団体が協議会に
参画している。また、航空会社、空港ビル運
営会社、航空貨物取扱会社はそれぞれ独
自に利用促進を図っているほか、協議会に
も参画している。
・本施策に係る事業群は上記役割分担に
沿って設定、実施されている。

【施策目的及び社会経済情勢を踏まえた事
業か】
・既存路線維持、運休路線再開、新規就航
路線開設等の目的達成のため、適切に各種
事業を展開している。

【事業間で重複や矛盾はないか】
・対象や狙いにより事業は適切に設定されて
おり、重複や矛盾する事業はない。

【成果指標の推移から見て、事業の成果が
あったか】
・仙台空港利用者数は増加傾向にあり、PRイ
ベント並びに海外及び国内のエアポートセー
ルスを実施した効果があったと考えられる。

【施策目的の実現に貢献したか】
・PRイベント並びに海外及び国内のエアポー
トセールスは施策目的の実現に貢献したと考
えられる。

【国，市町村，民間団体との役割分担は適
切か】
【施策目的及び社会経済情勢を踏まえた事
業か】
【事業間で重複や矛盾がないか】

【成果指標の推移から見て，事業の成果が
あったか】
【施策目的の実現に貢献したか】

活動（事業）の分析
活動（事業）の次年度（平成２０

年度）の方向性とその説明

B-2 事業の有効性 B-3 事業の効率性

【事業は効率的に執行されたか（単位当
たり事業費の推移その他から）】

B-1 施策実現にむけた県の関与
の適切性と事業設定の妥当性

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-2 事業の
有効性」を総括して記載

概ね適切 概ね有効

・各事業は仙台空港の機能強化
や活用のために必要な事業であ
り、事業間で重複や矛盾する事業
はない。また、国、市町村、民間団
体との役割分担も適切であり、「概
ね適切」と判断する。

概ね効率的
【評価の根拠】
※Ｂ－１，２，３を総括し施策を総合的に評価

Ｂ－３　事業群の効率性 概ね適切

Ｂ－１，２，３　施策を構成する事業群の評価 B　施策評価（総括）

Ｂ－１ 施策実現にむけた県の関与の
適切性と事業群設定の妥当性

Ｂ－２　事業群の有効性

【施策の次年度（平成２０年度）の方
向性】※この施策における今後の課題等を記
載
・仙台空港の機能の強化と活用のため事業を継
続していく。なお、仙台空港新貨物ターミナル建
設等促進事業（貸付金）については平成１９年度
以降廃止する。
・仙台空港利用者数を持続的に増やしていくこと
がこの施策の目標である。

・政策評価指標を達成しており、
「概ね有効」と判断した。
(政策評価指標比較）
H17年度
　目標値　3,223千人
　実績値　3,245千人
H18年度
　目標値　3,323千人
　実績値　3,382千人

・各事業は概ね効率的に実施さ
れていると判断できるので、「概
ね効率的」と判断した。

・仙台空港の機能の強化と活用のために適切な
事業が設定されている。事業の成果指標のうち、
仙台空港貨物量が減少しているという課題はある
ものの、政策評価指標の達成状況から見て、事
業の十分な成果が認められ、また概ね効率的に
実施されていると判断される。以上のことから事
業設定及び推進は「概ね適切」に行われていると
判断する。

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-3 事業
の効率性」を総括して記載

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-1 事業へ
の県の関与の適切性と事業設定の妥当性」
を総括して記載



政策評価指標分析カード（整理番号１） 33

対象年度 Ｈ１８ 作成部課室 土木部 空港臨空地域課        関係部課室

9541011 政策整理番号

政策名 国内外との交流の窓口となる空港や港湾機能の強化 4政策番号 － 10 － 1

施策番号 1 施策名 仙台空港の機能の強化と活用

政策評価指標 単位

仙台空港利用者数（国内線、国際線） 千人

目標値 Ｈ１７ 3,223 Ｈ２２ 3,844

評価年 初期値 Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

測定年 Ｈ１３ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

現況値 3,246 3,246 3,253 3,144 3,222 3,245 3,382

目標値 3,246 3,223 3,223

　 　 　 Ａ

・仙台空港利用者数は、本県において国内外との交流が活発に行われ、仙台空港の機能が十分に活用されていることを表す指標として選定したもの
であり妥当と考える。

・仙台空港旅客利用者増加の要因は、景気の持続的な回復より、ビジネスや観光などの航空需要が高まったこと、国際チャーター便の好調、全国的
な傾向として海外旅行が好調だったこと及び国内外で事件事故が少なかったことが目標達成の背景として考えられる。
・今後も引き続き仙台空港旅客利用者増加を図るため、国との連携に努め、仙台空港国際化利用推進協議会に主体的に参画し、利用促進策や航
空会社へのセールス等を展開していく。

政策評価指標の妥当性【施策の有効性を評価する上で適切な指標か】

達成度：A（目標値を達成している），B（目標値を達成していないが、設定時の値から見て指標が目指す方向に推移している）
　　C（目標値を達成しておらず、設定時の値からみて指標が目指す方向と逆方法に推移している），…（現状値が把握できない等のため判定不能）

達成状況の背景（未達成の場合はその理由等）・今後の見通し

政策評価指標の概要

仙台空港を発着する国内線，国際線旅客便（定期便及びチャーター便）を利用する旅客数

3,323

達成度 　 A

3,253 3,144

施策番号 1

政策評価指標の選定理由

・本県において国内外との交流が活発に行われ，仙台空港の機能が十分に活用されていることを表す指標として選定した。
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